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本会が平成20年度臨時総会開催

茂木守会長ら3役、全理事を再任
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● 20年度の機構補助事業額は
● 93％増の302億円
本会は６月26日、東京・大手町のKKRホテル東京で、

第302回理事会・平成20年度臨時総会を開催し、20年度

の事業報告・決算書案が原案通り承認された。事業報告

書によると、本会が農畜産業振興機構の補助で実施し

た事業（畜産業振興事業）の総額は302億2,783万円とな

り、19年度（156億5,019万円）に比べ93.1％増となった。

事業費が大幅に増額したのは、国が飼料高騰対策とし

て「酪農緊急経営強化対策事業」（畜産業振興事業）に

144億8,861万円（北海道に26億9,405万円、都府県に117

億9,456万円）を新たに措置したことが大きな理由とな

っている。

また、任期満了に伴う役員の改選を行い、茂木守会長、

砂金甚太郎、村上武久両副会長、門谷廣茂専務の三役を

はじめ、全理事が再任された。

● 生乳需要低迷で
今後の需給は楽観できず・茂木会長
席上、主催者あいさつした茂木会長は「乳価の引き上

げで酪農経営の収益性はある程度改善されつつあると

期待されている。しかし、実際の生乳生産については、

北海道は前年水準を上回っているものの、都府県では

依然として減少が続いており、酪農家の廃業に歯止め

がかかっていない。また、21年度第２四半期の配合飼料

価格は㌧当たり3,000円弱の再値上げが決定され、原油

価格も値上がり基調にあることから、今後の酪農経営、

生乳生産は予断を許さない状況となっている。一方、生

乳の需要動向については、深刻な景気後退の影響によ

る消費者の購買力の低下に加え、牛乳の小売価格値上

げの影響で牛乳消費は依然として減少している。しか

し、低価格・低脂肪の成分調整牛乳が大きく消費を伸ば

している。この動きは普通牛乳の小売価格に対して、強

い値下げ圧力となっているだけでなく、乳脂肪分の過

剰問題を引き起こす可能性があり、これまで経験のな

い構造的な課題をはらんでいる。さらに、外食需要の大

幅な落ち込みや乳製品国際市況の軟化によるチーズ、

調製品などの輸入増加で国産乳製品の需要は大幅な減

少傾向にある。こうした状況の中で、本会は消費の減少

を食い止めるために、消費者の国産志向に対応した牛

乳の『国産100％』の訴求、大手食品企業とのコラボレー

ションによる相乗効果を目指した『牛乳に相談だ。』キ

ャンペーンの緊急的な実施、関係団体や乳業者と連携

した『牛乳の日』を効果的に活用した小売業、消費者へ

の対策を実施している。しかし、生乳需要をめぐる状況

は極めて深刻であり、今後の生乳需給は楽観できない

厳しい局面に立たされる可能性がある」と述べ、今後の

需給動向に懸念を示した。

また、茂木会長はWTO農業交渉、政府が見直し作業

を進めている「食料・農業・農村基本計画」や「酪肉近代

化基本方針」の行方を注視する必要性を指摘した上で、

「本会としては、酪農をめぐる国内外のさまざまな動向を

踏まえ、わが国酪農の中長期的な発展に期するよう、今

後の対応策及び組織的な役割などについて検討し、必

要な取り組みを迅速に開始することが重要であると認識
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している」と述べ、国内外の情勢変化に迅速に対応でき

る体制について速やかに検討に入る考えを示した。

● 適時的確な生産指導を・佐藤畜産部長
理事会・総会には農水省の佐藤一雄畜産部長、農畜

産業振興機構の 副理事長が来賓出席した。佐

藤畜産部長は、「３月に決定した畜産物価格関連対策で

は、牛乳消費の減少に備えたセーフティーネット（飲用とも

補償事業）を措置したが、その後、チーズ、乳製品の需要

が落ちている。これから夏場の需要期、秋以降には不需

要期を迎えるが、中酪には現場の生産者に対して、的確

な生産指導をお願いしたい」と述べ、本会に対して、需要

に見合った適時的確な生産指導の徹底を要請した。

● 20年度は7つの重点事業を実施
本会は20年度、わが国酪農の安定的、持続的な発展と指

定団体及び全国連などの会員組織と密接に連携して、

以下の７つの重点事業を実施した。

1）酪農産業基盤安定強化対策

酪農経営をめぐっては、牛乳消費などの低迷、飼料高

を背景とした経営環境の悪化を踏まえて、酪農産業基

盤の安定化を図るため、生産コスト及び酪農経営など

の実態分析を行い、生乳取引価格の水準などのあり方

などについての情報提供を指定団体、メディア、流通関

係者に広く提供した。

2）計画生産・需給調整対策

20年度の計画生産は、日本酪農乳業協会（Jミルク）の

需給見通しにより、牛乳等向け生乳需要は引き続き減

少するものの、乳製品向け生乳需要が堅調に推移し、生

乳全体での需要量の増加が予測されたことから、中長

期的な生乳生産基盤の確保を図るとともに用途別需要

に対応した計画生産対策を実施することとした。

各指定団体別の配分数量は地域の生乳の生産状況を

踏まえ、販売基準数量（7,087.5千㌧）に、特別対策継続数

量（87.8千㌧）と調整乳数量（13.5千㌧）を加えた供給目

標数量（7,188.8千㌧）を設定した。

各指定団体は目標数量の達成に努めた結果、全国で

前年度実績比99.1％となった。ブロック別では、北海道

は2.1％増、都府県は3.7％減となり、すべての指定団体

が計画生産を達成した。

21年度の計画生産は、脱脂粉乳ベースでの生乳需要

量が前年実績に比べ減少すると予測されたが、将来的

な生乳生産基盤維持への配慮から、脱脂粉乳ベースと

バターベースの需要量の中央値を採用し、目標数量を

20年度計画生産実績に対して、北海道は103％、都府県

は100％を上限として配分することとした。各指定団体

には５月下旬、販売基準数量（7,204.5千㌧）、特別調整乳

数量（36.3千㌧）を配分した。

3）生乳取引・価格安定対策

20年度に入っても飼料価格などの高騰が続き、生産

コストの増嵩から酪農経営は深刻な状態を脱せず、酪

農家の廃業が相次いだ。一刻も早い経営環境改善の必

要から、夏季より、10月以降の飲用牛乳向け価格１㌔当

たり10円程度（飼料価格増嵩分）の引き上げを目途とし

た指定団体の交渉が開始された。

乳業者の回答と隔たりが大きく、また飲用需要の低

迷を背景に、難しい交渉が続けられたが、農系乳業者の

回答を皮切りに飲用向け取引価格については、21年３

月以降１㌔10円の引き上げで決着が図られた。

加工原料乳向け価格については、北海道で９月から

交渉が行われた結果、11月までに、21年３月以降の乳価

を１㌔４円値上げすることで決着した。

なお、乳価交渉の円滑な推進を図るため、消費者及び

流通関係者の酪農生産現場の窮状への理解を促進する

広報活動を断続的に実施した。

4）広域指定団体の機能強化対策

農畜産業振興機構（機構）の補助や需給調整機能強化

全国支援賦課金（生乳１㌔当たり１銭の拠出）を活用し、

広域生乳検査体制の整備を促進するとともに、流量計

やオートサンプラーの設置に取り組むなど集送乳の合

理化、高度化を推進した。

また、18年度に開発した生乳供給情報システムを活

用して指定団体業務への集約化を推進したほか、個人

別乳代の算定についても同様に取り組みを進めた。

さらに、指定団体による地域内の生乳生産者への情

報提供、開示などを支援するため、指定団体機関誌の充

実やホームページ運営への支援などを実施した。

08 Japan Dairy Council NO.522



NO.522 Japan Dairy Council 09

5）国産生乳需要定着化・理解醸成対策

４年目に入った「牛乳に相談だ。」キャンペーンについ

ては、テレビコマーシャルや雑誌などのマスメディアで

の訴求を基礎に、WEBサイトでの体験共有型のコミュ

ニケーションや、他の食品産業などとのコラボレーショ

ンを強化し、一層の認知向上、理解促進に努めた。

特に20年度は、牛乳の機能性訴求に重点を置き、牛

乳の栄養・機能を紹介した冊子などを全国で配布すると

ともに、大学のサークル活動と連携した取り組みや食育

活動と連携した女子中学生向けの連続講座を実施した。

これまでのキャンペーン資産を基礎に、流通や食品

企業とのタイアップでは、複数の大規模地域生協や大

手食品企業４社と連携し、牛乳の混ぜ飲みなどの新規

需要、さらには売り場周辺を含めた相乗的なプロモー

ション活動が実現した。

また、飼料価格の高騰などで酪農経営の収益性の悪

化が続き、生乳取引価格の値上げが期待される中で、酪

農生産現場の実態を理解し、正しく報道してもらうた

めのメディア対策や街頭活動を関係者一丸となって実

施した。

酪農への理解と共感の醸成、子どもたちの食と命の

学びを支援するために実施してきた酪農教育ファーム

活動については、牧場で酪農体験を行う子どもたちの

数が全国で70万人を超えた。また、活動のさらなる効果

的な展開を図るために改正された認証制度の移行が円

滑に実施され、20年度末の認証牧場は257牧場、新たに

定めた酪農教育ファーム活動を指導するファシリテー

ターは407人が認証されるなど着実に発展した。

消費者などを対象とした啓発、情報発信としては、消

費者や教育関係者との関係強化を進めるため、第３回

食育推進全国大会（群馬県）、カウパレード2008（東京・

丸の内）で「牧場の食といのち展」としてブース展開し

たほか、教育関係者を対象とした研修会、セミナーを開

催した。

さらに、わが国酪農と国産牛乳乳製品への幅広い支

持を得る目的から、酪農生産現場と消費者会員を結ぶ

ミルククラブ活動を推進したほか、設立から10年を迎

えた「地域交流牧場全国連絡会」の活動に支援するとと

もに、指定団体や農協などが実施する消費者交流活動

事業に補助を行った。

6）生乳生産基盤強化対策

機構の支援を得ながら、本会議を通じて補助された

20年度の各種補助事業は総額302億円となった。

具体的には、「酪農飼料基盤拡大推進事業」（54億円）

で環境と調和し、飼料基盤に立脚した酪農経営を支援

したほか、世界的飼料高の影響で酪農経営の収益性が

大幅に低下したことから、緊急的な措置として「都府県

酪農緊急経営強化対策事業」（118億円）、「北海道酪農緊

急経営強化対策事業」（27億円）を実施し、酪農経営を支

援した。また、国産ナチュラルチーズの生産振興と液状

乳製品の需要拡大、はっ酵乳及び乳酸菌飲料向け生乳

取引の推進を支援する「生乳需要構造改革奨励事業」

（72億円）を実施、生乳の用途拡大に資することができ

た。さらに、20年度もBSE発生農家に対する互助システ

ム事業を継続実施した。

なお、機構の補助事業を活用し、指定団体、県連、農協

などの関係者の協力を得て、酪農経営の現状と課題、将

来的な見通しを把握するための酪農全国基礎調査（抽

出調査）を実施、詳細な把握分析を行った。

7）生乳の安全安心・乳質確保対策

20年度は、19年度に発生した家畜伝染病に起因する

製品回収及びポジティブリスト制度上の取り組み課題

並びに法律の趣旨を踏まえた適正かつ原則的な取り組

みが円滑に推進されるよう、指定団体及び関連団体と

の連携を強化した。

具体的には、生乳安全安心協議会を全国段階と地域

段階で開催し、酪農家段階での使用薬剤・資材、関連業

者などの自主点検や、動物医薬品の用法、容量の順守を

促すことに重点を置くこととした。

特に本会議では、取り組みが円滑に進められるよう、

獣医師用の動物用医薬品記録票を作成、配布し、生産現

場での取り組みのサポートを行った。

生乳検査精度管理については、21年度からの生乳検

査精度管理認証制度の実施を踏まえ、Jミルクで認証

要件などの検討が開始されたことから、指定団体の意

向を集約し、生産者再度からの意見反映に努め、併せ

て、指定団体に対しては、生乳検査情報や課題などの

情報提供を行った。
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